
日本共産党を代表して、議案第 21 号令和 5 年度亀山市一般会計予算について反対の立場

で討論します。 

コロナ禍に加え、昨年から引き続く異常な物価高騰で、市民の暮らしはかつて経験した

ことのないほどの打撃を受けています。これだけ物価が高騰しているのに政府の対応は全

く不十分です。働く人の賃金は、この 10 年間で 24 万円も減っています。年金生活も安倍・

菅・岸田の 3 つの政権下で実質 7%の削減が行われてきました。こうしたことが 消費の低

迷をより深刻化し、中小の商店や企業は本当に経営が厳しくなっています。 

施政及び予算編成方針では、「コロナ禍で痛みを生じた社会活動や地域コミュニティの再

生」が掲げられ、重点配分をしたとしていますが、コロナ禍で痛みを生じたものとして真

っ先に手立てをすべきは、市民生活への支援ではないでしょうか。光熱水費、食料費、は

じめさまざまな物価の高騰に市民は喘いでいます。 

また、コロナ禍で経営を守るために受けた融資はこれから返済のピークを迎えます。と

ころが未だ暮らしの立て直しはできておらず倒産・廃業を考えている方もたくさんおられ

ます。市として新たな独自の支援策は何もなく深刻な状況です。 

さらに施政及び予算編成方針では、「健康都市」の推進が掲げられ、健康都市大学を創設

するとしています。市民の健康維持、向上のためには誰もが安心して医療にかかれるよう

にすることが最も大事です。国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険など、保険料や税

だけでなく、さまざまな負担が年々重くのしかかり、健康の維持向上どころか病気を治療

して健康回復することすらままならない状態です。誰もが安心して医療にかかれるように

するためには、福祉医療費の拡充、特に精神障害の助成対象の拡大やこども医療費無料や

窓口無料の年齢引き上げ、各種保険料・税の値下げなど強く求められています。ところが

こうした市民の要求に応えるような施策の見直しはありません。 

また、市民の暮らしを守る最前線で仕事をする市の職員体制ですが、正規職員の割合が

大変低く、指摘をし続けてきましたが、非正規の会計年度任用職員との割合が相変わらず

半々であり、 定員適正化計画で謳った「真に必要な職種には正規職員を配置する」という

ことがまだまだできていません。 

亀山中学・中部中学の給食センターは早期実現を掲げながら内部での検討ばかりでなん

の予算化もされていません。マイナンバーカード事業は市民のプライバシーを守る保障が 

ないまま保険証や通帳への紐付けが推進されており問題があると考えます。 

代表質問では、亀山市は公共施設の更新が非常に遅れており、今後も新庁舎建設やごみ

処理施設の建設、給食センターの建設、リニア亀山駅誘致など多額の予算が必要な事業が

目白押しであることを指摘しました。 既に更新時期を迎えながら放置されている公共施設

も少なくありません。こうした状況に何らの対策も講じられていないのが令和 5 年度一般

会計予算案です。日本共産党議員団は、公共施設の更新を進めるために、類似団体と比べ

起債に余裕があるのを活用し、起債による財源確保とリニアと市庁舎の基金を公共施設整

備基金に統合し、 臨機応変に財源として活用するべきだと提案しましたが、 櫻井市⾧か



らは前向きな答弁はありませんでした。 

最後にリニアです。施政及び予算編成方針では、リニアを今後のまちづくりの核にする

としています。しかし脱炭素社会に逆行する、大規模な環境破壊、大量の電力消費はじめ、

亀山市のまちづくりを考えても希望を見出せず、私たち党議員団はかねてから、リニアは

いらない、リニアには亀山の将来を託せないと考えています。 

以上、施政及び予算編成方針を基に予算案について述べてまいりました。今、市が最も

重視すべきことは物価高騰による市民生活の厳しさをしっかり直視し、市民や中小の商店、

企業、農業・林業を支援する施策をやれる限り打ち、 市民生活を支えることではないでし

ょうか。このような予算が盛り込まれていないことがこの予算案に反対する一番の理由で

す。 

議員各位のご賛同を求め討論といたします。 

 

 


